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平素よﾘ 格別のご高配を賜ﾘ 、厚く御礼申し上げます。

弊社は､NTT グループ初の農業×ICT専業会社として2019 年7月に誕生しました。

NTT 東日本は､これまでも様々な自治体･JA･ 農業法人･ 農家の皆さまとの意見交換を通じ､地域の基幹産業である｢

農業｣および関連産業の課題解決や､一層の成長に向けたプロジェクトを多数ご一緒させていただいております。｢

農業｣ が日本という国､地域を育んできた一大産業であることをあらためで感じるとともに､他産業同様､ 少子高齢

化･国際競争などの波に直面する中､私だちとしてできることを模索してまいりました。

その中で、自治体さまからは｢地域振興の一助として､遊休農地の有効活用や地域の新たな雇用を剔出できる次世代

施設園芸に期待している｣､ 担い手農家･ 農業法人さまからは｢ 次世代施設園芸の導入にあたっては施設の設計に

加え、IOTやロボティクス､働き方( 労務･生産管理など)を含めた一体の仕組みが必要である｣という声をいただいて

おります。

こうした背景を踏まえ､次世代施設園芸を通じた地域社会･ 経済活性化への貢献を目的に新会社を設立し､自らもlOT

／AIを活用した次世代施設園芸で農産物の生産を行いながら､お客さまにトータルソリューションを提供していく

こととしました。

｢農業｣は物流､倉庫､地域エネルギー､加工､食料販売など､周辺産業の裾野が非常に広いのが特徴です。｢農業｣を

起点に様々な周辺産業を集積させ､NTT グループのアセットを組み合わせた｢ 農業エコシティ｣のような″街づくり″

に自らも関わることができればこの上ない喜びです。

NTT 東日本･NTT アグリテクノロジーは､地域の皆さまとともに歩ませていただく企業です。チャレンジングな事業です

が､弊社であるからこそ担える領域があると信じて前に進んでいきたい

と思います。｢競争｣ではなく｢共創｣の精神で､ 新しいコトを皆さまと

生み出してまいります。

皆さまのご指導ご鞭樋をいただきながら､この事業を育てていきたい

と思います。

よろしくお願いいたします。

2019年オランダでの撮影

株式 会 社ＮＴＴアグリテクノロ ジ ー

代表Ｓ締役社長　 酒 井 大 雅



｢高い生産性｣と｢持続可能な農業｣を実現する次世代施設園芸
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※農林水産省資料｢施設園芸をめぐる情勢｣をもとにNTT東日本が作成
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なぜいま、次世代施設園芸が注目されているのか

哺･）） 経営の規模拡大や安定化を検討する上で、

次世代施設園芸に興味･期待がある。

1●､))ｌＯＴやロボティクスの導入にはヽ

ハード(施設)だけではなく､労務･生産管理などの

仕組みも含め、トータルで検討が必要。
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農業生産者への次世代施設園芸トータルソリューションの提供

これまでのNTT 東日本のノウハウを活用

写真はイメージです

５

NTT グループのアセットの活用
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次世代施設園芸ソリューション確立に向けた自社圃場の運営
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写真はイメージです

｢次 世 代 施 設 園 芸ソ リ ュ ーシ ョ ン｣ の確 立 に向 け 、

自らlOT ／AI を 活 用 し農 産 物 の 生 産 な ど を 行 う｢ 実証 フ ァ ー ム｣ を 運 営

※2020年度前半から運用･栽培を開始

ソリューションの品質向上とノウハウの蓄積によリ

新たな可能性や価値を創出します。
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｢農業｣を起点に様々な周辺産業を集積させ｢農業エコシティ｣を形成

多様なパートナーさま

会社情報

会社名

住所

代表取締役社長

事業内容

資本金

設立日

NTT グループの強み
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多様なパートナーさまとの連携やNTT グループのアセットの活用により、

農業×ICTを軸とした新しい｢街づくり｣･｢食農ビジネス｣の発展に向けて、

地域の皆さまと歩みます。

株式会社N 丁丁アグリテクノロジー

東京都新宿区西新宿3-19-2（東日本電信電話株式会社社屋内）

酒井　大雅

･lOT／AIなどによる次世代施設園芸関連ソリューションの提供･

次世代施設園芸による自社圃場の運営

4億円

2019年7月１日
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